
2023 年度分 姶良市ゼロカーボンシティ計画 実績報告書 

 

１ 目的と削減目標 

姶良市が行う事務事業に伴って発生する温室効果ガスの排出量を抑制することを目的に、「姶良市ゼ

ロカーボンシティ計画（事務事業編）」を策定（2025 年３月）。本計画では、2025 年度から 2033 年度ま

での間に、温室効果ガスの排出量を基準年度 2013 年度比で 51%削減することを目標としています。 

 

 

表１ 本計画で対象とする温室効果ガス 

温室効果ガス 主な排出源 地球温暖化係数 

二酸化炭素（CO ） 
化石燃料の燃焼や電気の使用、 

廃プラスチック類の焼却 
1 

メタン（CH ） 自動車の走行やし尿処理施設 25 

一酸化二窒素（N O） 自動車の走行やし尿処理施設 298 

ハイドロフルオロカーボン（HFC） カーエアコンの使用 1,430 

 

※ 地球温暖化係数とは、各温室効果ガスが地球温暖化に与える影響の程度を二酸化炭素と比較して表す 

数値です。 

 

 

表２ 温室効果ガス削減目標値         （単位 t-CO ） 

基準年度 

(2013 年度) 
24,558 

目標年度 

(2033 年度) 
12,033 

目標削減量 

（51％） 
12,525 

 

※ 温室効果ガス排出量は、地球温暖化係数を用いて、二酸化炭素排出量に換算してあります。 
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２ 2023 年度分 温室効果ガス排出量 

2023 年度の温室効果ガス排出量は、19,142 t-CO で、基準年度（2013 年度）との比較は表３のとおり

です。 

 

表３                     （単位 t-CO ） 

基準年度 

（2013 年度） 
24,558 

2023 年度 19,142 

増減量 △5,416（△22％） 

 

※ 2022 年度分までは固定の排出係数を用いて算定していましたが、2023 年度分より各年度の排出係数を用

いて算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 温室効果ガス削減イメージ 
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３ 排出要因別の温室効果ガス排出量 

2023 年度に排出された温室効果ガス排出量 19,142t-CO のうち、43.9%を廃プラスチック類の焼却に

よる二酸化炭素が占めており、次いで 42.2％を電気の使用による二酸化炭素が占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃プラスチック類の

焼却43.9％

電気42.2％

灯油8.3％

その他約6%図 2 排出要因別グラフ 

※2％以下はその他 

要因別 ガス別

電気 8,077 42.2

ガソリン 223 1.2

灯油 1,592 8.3

軽油 64 0.3

A重油 122 0.6

液化石油ガス（LPG） 125 0.7

都市ガス 74 0.4

廃プラスチック類の焼却 8,409 43.9

一般廃棄物の焼却 1 0.0

自動車の走行 0 0.0

家庭用機器における燃料の使用 0 0.0

下水の処理（終末処理場） 0 0.0

し尿の処理（し尿処理場） 64 0.3

浄化槽によるし尿及び雑排水の処理 12 0.1

一般廃棄物の焼却 345 1.8

自動車の走行 8 0.0

家庭用機器における燃料の使用 0 0.0

下水の処理（終末処理場） 0 0.0

し尿の処理（し尿処理場） 19 0.1

浄化槽尾によるし尿及び雑排水の処理 6 0.0

ハイドロフル

オロカーボン
自動車用エアコンディショナー 2 0.0 0.0

19,142 100.0 100.0

※　端数処理の都合上、合計と内訳が一致しない場合があります。

合　計
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表5　排出要因別温室効果ガス排出量（単位ｔ-CO2)

排出量排 出 要 因ガ　ス

97.6

0.4

割　合
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４ 課別の排出割合 

課別の排出割合は、市民生活部生活環境課が最も割合が高く全体の 67.3%を占めています。次いで、

水道事業部施設課が 12%、教育部教育総務課が 6.5%を占めています。 

これらの課は、廃棄物処理施設、水道関連施設、学校等のエネルギー需要の高い施設を有しているた

め、排出量が多くなっています。特に、市民生活部生活環境課の排出量については、あいら清掃センタ

ーにおける廃プラスチック類の焼却による二酸化炭素の排出が大きな要因となっています。 

課別の温室効果ガス排出量の比較は次のとおりです。 

 

表５ 課別温室効果ガス排出量（単位ｔ-CO ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 端数処理の都合上、合計と内訳が一致しない場合があります。 

※ 公用車、施設を管理していない課は除きます。 

部局等 課等 排出量 構成比

総務課 220 1.2%

秘書広報課 3 0.0%

財政課 475 2.5%

税務課 2 0.0%

下段（収納対策室） 1 0.0%

危機管理課 1 0.0%

庁舎建設課 0 0.0%

工事監査課 1 0.0%

企画政策課 0 0.0%

商工観光課 11 0.1%

6 0.0%

男女共同参画課 6 0.0%

生活環境課 12,891 67.3%

社会福祉課 4 0.0%

子どもみらい課 11 0.1%

21 0.1%

保険年金課 11 0.1%

健康増進課 13 0.1%

土木課 19 0.1%

都市計画課 3 0.0%

建築住宅課 3 0.0%

建設政策課 1 0.0%

蒲生総合支所 蒲生地域振興課 274 1.4%

農政課 113 0.6%

耕地課 6 0.0%

林務水産課 8 0.0%

農業委員会事務局 1 0.0%

管理課 392 2.0%

施設課 2,302 12.0%

消防総務課 123 0.6%

警防課 1 0.0%

予防課 1 0.0%

中央消防署 52 0.3%

姶良分遣所 20 0.1%

蒲生分遣所 16 0.1%

教育総務課 1,238 6.5%

学校教育課 1 0.0%

社会教育課 215 1.1%

保健体育課 583 3.0%

図書館事務局 91 0.5%

19,142 100%

教育部

建設部

保健福祉部

農林水産部

水道事業部

消防本部

総務部

企画部
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５ 2023 年度 主な取り組み 

 

全庁的取り組み 

・ 消灯・エアコンの省エネ運転による節電の徹底 

・ クールビズ・ウォームビズの推進 

・ 窓の開放・扇風機の活用による節電 

・ 裏紙印刷・両面印刷・２アップ印刷・庁舎 LAN や電子メール利用によるペーパーレスの推進 

・ 公用車の適正管理・エコドライブ推進 

・ 行き先が同じ場合は、声を掛け合い重複して出張しないよう努める 

・ 施設設備更新の際は、高効率なものへ転換に努める 

・ グリーン購入法適合商品購入の推進 

 

各課の取り組み 

・ ノー残業デー、ノー残業ウィークの広報（総務課） 

・ 空調入り時間の調整による節電（財政課） 

・ ごみ焼却の排ガス量の上限設定（生活環境課） 

・ 電子決裁（ワークフロー）によるペーパーレス化（デジタル行政推進課） 

・ 文書管理システム（電子決裁）によるペーパーレス化（総務課） 

・ 電子資料（会議用タブレット）によるペーパーレス化（デジタル行政推進課） 
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６ 今後の取り組みについて 

目標達成に向け、各課において下の具体的な取組表を点検し、更なる温室効果ガス削減に努めます。 

また、地球温暖化対策推進委員会事務局において地球温暖化対策推進員を対象とした研修会を開催し、

2050 年ゼロカーボンシティの実現に向けた市役所の取組を推進します。 

 目標達成に向けた具体的な取組表 

取組 
レベル 実施項目 実施  

１ 温室効果ガスの排出状況や排出削減に向けた具体的な取組に関する情

報を発信する。 □ 

１ 取組強化月間を設定し、職員の更なる意識向上に努める。 □ 

２ 事務の効率化による残業時間の短縮、ノー残業デーを実施する。 □ 

２ クールビズ・ウォームビズを推進する。 □ 

２ 計画の進捗管理方法を定めた「カーボン・マネジメント運用マニュアル」

を用いて、市職員に対し進捗管理方法の普及啓発を図る。 □ 

３ 地球温暖化対策に関する研修を計画的に推進する。 □ 

３ 地球温暖化対策に関する情報発信を行う。 □ 

３ 地球温暖化対策に関するシンポジウム、研修会等への積極的な参加を職

員に促す。 
□ 

３ 施設及び設備の管理者に対し、設備の「設備運用改善マニュアル」を用

い、設備の効率的な運用方法に関する研修会を開催する。 
□ 

１ 施設の新設・改修にあたっては、施設で消費するエネルギーの種類を考

慮し、導入可能な再生可能エネルギー設備を検討する。 □ 

２ 再生可能エネルギー設備の導入が見込める場合には、国の補助制度を活

用し、積極的な導入を図る。 □ 

２ 太陽光発電設備の設置に当たっては、PPA モデルの活用も検討する。 □ 

２ 市有施設で使用する電力について、再エネ由来の電力への切り替えを推

進する。 
□ 

３ 地域の防災拠点となる避難所に蓄電池を設置し、平常時には電力の需給

バランス調整、非常時は防災用電源として活用する。 □ 

１ 施設ごとのエネルギー使用量を月単位で集計し、エネルギーの経月変化

グラフを作成する。 □ 

２ 天候、施設の利用状況等を基にエネルギーの増減要因を分析する。 □ 

３ 
BEMS（ビルエネルギ

ーマネジメントシステム）の導入を検討する。 

 

□ 
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取組 
レベル 実施項目 実施  

２ 「設備運用改善マニュアル」に基づき、設備機器の運用方法を見直し、

省エネ効果の高い設備運用を実践する。 □ 

１ 
照明の新設・更新にあたっては、LED 等の高効率照明を導入するととも

に、原則として調光システムも併せて導入する。また、人感センサーや

照度センサー等を導入し、消し忘れを防止する。 
□ 

１ OA 機器等の購入にあたっては、省エネ性能が高い製品を購入する。 □ 

１ トイレや水道などの設備の更新や新規導入に当たっては、節水型のもの

を選択する。 
□ 

２ 施設の新設・改修にあたっては、「設備更新指針」に基づき、温室効果

削減効果の高い設備機器の導入を検討する。 □ 

２ ポンプやファン等、定格出力が大きく負荷の変動がある動力装置につい

て、インバータ装置の導入を検討する。 
□ 

３ 

建物内の自動販売機を、エネルギー消費量が少なく、オゾン層破壊物質

及び HFC を使用しない機器並びに調光機能、ヒートポンプ、ゾーンク

リーニング等の機能を有する省エネルギー型機器への変更を促すとと

もに、使用実態を精査し、設置台数の変更など適正な配置を図る。 

□ 

３ 
HFC 等のフロン類冷媒を使用する業務用冷凍空調機器を使用する場合

は、フロン排出抑制法に基づいて機器の簡易点検及び定期点検を行うと

ともに、点検記録簿を整備する。 

□ 

３ 
設備更新の際には、脱炭素化された電力による電化を進める。また、電

化が困難な設備については、使用する燃料をカーボンニュートラルな燃

料へ転換することを検討する。 

□ 

２ 
太陽光発電、CO2 冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）、燃料電池

システム（エネファーム）などの新エネルギー機器を可能な限り導入し、

施設の省エネを図る。 
□ 

２ 
庁舎、街路灯、市有施設の設備の新設、更新時には省エネ効果の高いト

ップランナー方式に適合した製品や LD-Tech 認証製品の機器を導入す

る。 
□ 

２ 設備導入時は、外光を取り入れた照度をふまえた照明配置の検討や、施

設の利用実態に合わせた空調機器の制御方法を検討する。 □ 

３ 

省エネ施設への更新時には、採光・通風に配慮した構造にする。また、

外壁等への断熱材の使用や断熱サッシ・ドア等の断熱性の高い建具の使

用を図るとともに、窓ガラスの複層化や二重窓の導入等により、建物の

断熱性能の向上を図る。 

□ 

３ 市が整備する公共建築物の木造化、木質化を推進する。 □ 
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取組 
レベル 実施項目 実施  

３ 施設を新たに設置する際は、ZEB 導入を検討する。 □ 

１ 建設副産物の発生の抑制、積極的な利用、適正処理を推進する。 □ 

１ 施工時期や作業時間帯について可能な限り配慮する。 □ 

２ 
公共工事等の際に使用する建設機械は、排ガス対策を徹底するととも

に、エネルギー消費量の少ない建設機械の使用を推奨する。また、出入

車両から排出される温室効果ガスの削減を促す。 
□ 

２ 契約の際には環境への配慮を求めるなど、環境保持に即した契約を推進

する。 □ 

２ 契約の内容に汚染物質の基準遵守や削減徹底などを含め、環境保全に役

立てる。 □ 

２ コンクリート塊、アスファルト塊等の建設廃棄物の再利用や発生土砂の

有効利用を推進する。 □ 

１ 冷暖房の設定温度を適正に管理し、室温の適正化に努める。 

（室温目安：冷房時…28℃、暖房時 20℃※） 
□ 

１ 使用していない部屋の空調を停止する。 □ 

１ 冷暖房中の事務室の窓、出入り口の開放や不必要な開閉の禁止に努め

る。 □ 

１ 空調機器（室外機）の効率低下を防ぐため、吹き出し口周辺に物等を置

かないようにするとともに、遮光ネット等の導入を図る。 □ 

１ カーテンやブラインド等を積極的に活用し、冷暖房効果を高めるように

努める。 □ 

１ 
扇風機やサーキュレーター等を活用し、室内の空気を循環させ、冷暖房

効果を高めるように努める。 □ 

２ 空調機器のフィルター類の清掃頻度を上げて送風効率を向上させる。 □ 

２ 空調機器のスケジュール制御機能を活用する等、消し忘れを防止する。 □ 

３ 空調機器の効率的な運用を図るため、温度センサーを導入する。 □ 

３ 利用状況に応じた空調エリアの見直しを可能な限り行う。 □ 

１ 給湯、温水器の適正な使用と管理のため、適時停止に努める。 □ 

１ お湯を沸かす際の水量は必要最小限の量とする。 □ 

１ 始業前、昼休み、残業時、休日、事務室内の未使用スペース等の照明は

消灯する。 □ 
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取組 
レベル 実施項目 実施  

１ 廊下・階段等の共用部分の照明は、支障のない範囲で消灯する。 □ 

１ 会議室、更衣室、トイレ、ロッカー室、倉庫等は必要な時以外は消灯

する。 
□ 

２ 大掃除等の際には、照明を清掃する。 □ 

２ 屋外の照明については、日の出及び日の入り時間を考慮し、点灯時間を

調節する。 □ 

１ エレベーターの利用を抑制するため、２アップ３ダウン運動を実施する

等、積極的な階段の利用を促進する。 □ 

２ 階段利用を促進するポスター等を掲示する。 □ 

１ 外出時や退勤時にはパソコンの主電源を落とす。 □ 

１ 

昼休みなど OA  

・電気機器の主電源を落とす。 

・コンセントを抜く。 

・電源タップのスイッチを切る。 

□ 

１ 退勤時にはコピー機等の身の回りの OA 機器の電源が切られていること

を確認する。 □ 

１  □ 

１ 不要な積載物を載せたまま走行しない。 □ 

１ タイヤの空気圧やオイル等の車両点検及び整備を定期的に実施する。 □ 

１ 移動の際は徒歩又は自転車を積極的に活用する。 □ 

１ 出張は公共交通機関の利用に努める。 □ 

２ Web 会議システムやテレワークを活用し、公用車の利用抑制に努める。 □ 

２ 相乗りなどにより、公用車の効率的利用に努める。 □ 

２ 経済的で合理的な走行ルートの選択と経済速度を励行する。 □ 

２ 公用車の使用実態を精査し、公用車台数の見直しを行う。 □ 
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取組 
レベル 実施項目 実施  

３ 

公用車の新規導入・更新にあたっては、電気自動車の導入を検討する（代

替可能な電動車（EV、FCV、PHEV、HV）がない場合を除く）。また、

公用車の使用実態に応じ、必要最小限の大きさ（排気量）の自動車を選

択する。 

□ 

３ 電気自動車等充電設備の設置を図る。 □ 

３ 電気自動車等を、市有施設における非常用電源として活用する。 □ 

１ 水道は適切な水量での使用を行い、こまめに水栓を止めるよう努める。 □ 

１ 水道への節水装置の取り付け等を検討する。 □ 

１ 洗剤等は必要最小限の使用に努める。 □ 

１ トイレの二度流しなど、水の無駄遣いを抑制する。 □ 

１ 貯めすすぎの敢行による水道使用量の削減を図る。 □ 

２ 雨水タンクの設置による花壇や植栽への散水を検討する。 □ 

３ 建築物から排出される排水の再利用に向けて、排水再利用設備の導入を

検討する。 
□ 

１ 環境ラベル（エコマーク、グリーンマーク等）対象の製品を率先して購

入する。 
□ 

１ 詰め替え式や交換式の物品の購入に努める。 □ 

１ その他、グリーン購入の推進に当たっては、国等の動向を踏まえて、積

極的に行う。 □ 

１ 両面印刷、両面コピーを徹底するとともに、片面使用済み用紙の再利用

を積極的に行う。 □ 

１ ミスコピーの削減に努め、無駄な紙の使用を削減する。 □ 

１ 会議資料等のページ数や配布部数は必要最低限の量とする。 □ 

２ 電子メールや庁内 LAN を活用し、ペーパーレス化を図る。 □ 

３ 業務の最終成果物をデジタル化し、納品することを推進する。 □ 

１ 廃棄物の削減を徹底する。 □ 

１ 簡易包装製品の選択や購入に努める。 □ 

１ 使い捨て製品の使用抑制に努める。 □ 
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取組 
レベル 実施項目 実施  

２ 外注印刷物は再生紙の利用を推進する。 □ 

１ ごみの分別収集を徹底し、プラスチックの再生利用を促進する。 □ 

１ 使い捨てとなるストローやスプーン等のワンウェイプラスチックを削

減する。 
□ 

２ プラスチック代替素材（バイオマス、紙等）の利用を促進する。 □ 

２ 
コピー用紙、事務用箋、伝票等の用紙類は、年間使用量を部局単位など

適切な単位で把握・管理し、使用量の見える化を図ることで、削減を推

進する。 

□ 

２ グリーンカーテンを活用し、室温の上昇緩和に努める。 □ 

２ 電力調達の際は、排出係数の可能な限り低い電力を選択する。 □ 

３ 

市が主催するイベント等の実施に当たっては、会場の冷暖房の適正化、

参加者への公共交通機関利用の奨励、J-クレジット等を活用したカーボ

ン・オフセットの実施、ごみの分別、ごみ持ち込みの自粛・持ち帰りの

奨励など廃棄物の減量化、リユース製品やリサイクル製品を積極的に活

用する等、温室効果ガスの削減に資する取組を行う。 

□ 

 

11


